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《背景》 

当院は東京消防庁のドクターカー事業に参画し、救急現場から救急外来での救急医療活

動を一貫して行っている。ドクターカーによる現場医療では、病院の医療チームが現場に介

入することで速やかな救命処置や様々な臨床判断が行われ、無駄がなく質の高い医療行為

が求められる。また収容先医療機関との円滑な情報共有を行うことにより質の高い病院内

診療へつなげることが望ましい。この場合の円滑な情報共有とは、収容先医療機関に対いて

救急現場から迅速かつ正確な情報提供を行い、かつ収容先医療機関が必要とする情報につ

いて応答することを意味する。しかし実際の救急現場での医療活動は、特殊な環境下で限ら

れた人員により行われるため、収容先医療機関と円滑な情報共有を行うことは困難となっ

ている。さらにドクターカー医師は、重症患者の対応だけでなく、救急現場で救急救命士の

特定行為に関して指導監督しながら、情報共有を行う必要があり、情報共有が疎かになるこ

ともしばしばである。一方、収容先医療機関においては、救急現場からの情報共有により事

前に受入れ準備を行うことができ、情報共有の質が高ければ高い程その準備の質も向上あ

する。その結果として質の高い病院内診療へとつなげることが期待できるため、救急現場お

よび収容先医療機関の間での双方向の情報共有は高い質であることが望ましい。 

上記のような問題点は、ローカル 5G を用いた遠隔情報共有システムの導入により解決で

きる可能性がある。これまでも、収容先医療機関の医師が現場の映像・音声から救急患者の

状況や病状をリアルタイムにかつ正確に把握することで、現場医師等に適切な指示を行っ

たり、搬送中に患者の容体を正確に把握して受入れ準備をしたりできる可能性が報告され

ている[1]。 

本研究では、遠隔支援システムを用いて、ドクターカー医師に装着させたカメラやビデオ

喉頭鏡などの医療デバイスからの映像や音声を現場医師と当院救命センター内の医師・コ

メディカルスタッフとで双方向かつリアルタイムに共有・通信して連携し、現場での判断や

処置における迅速性および正確性の向上、収容先医療機関での根本治療開始までの時間短

縮を目指すことを目的とした。またビデオ喉頭鏡のモニター映像の共有により、若手医師や

現場救命士に対して、リアルタイムな気管挿管手技に関する遠隔指導が可能かについての

検証や、この遠隔支援システムには録画機能もあるため、事後の教育や検証にも有用かにつ

いての検証を行った。 
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【ドクターカーの運用地域】 

出動範囲は概ね病院から 3km 圏内となっており港区（一部を除く）を中心として、東京

消防庁から指定された地域に出動を行っている。(Fig.1) 

(赤坂一丁目から九丁目、麻布永坂町、麻布狸穴町、愛宕一丁目から二丁目、海岸一丁目か

ら三丁目、港南一丁目から五丁目、芝浦一丁目から四丁目、芝公園一丁目から四丁目、芝

大門一丁目から二丁目、芝一丁目から五丁目、新橋一丁目から六丁目、高輪一丁目から四

丁目、虎ノ門一丁目から五丁目、西新橋一丁目から三丁目、浜松町一丁目から二丁目、東

麻布一丁目から三丁目、東新橋一丁目から二丁目、三田一丁目から五丁目、南青山一丁

目、元赤坂一丁目から二丁目、六本木一丁目から五丁目及び七丁目)  
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【ドクターカーの運用方式について】 

当院と東京消防庁との合意に基づき、当院ドクターカー活動は 2020 年 10月 1日より開

始としている。当院ドクターカーはラピッドカータイプで、運用時間は平日 9:00～

17:00、人員は病院専属救命士 3 名と救急専属医の計 6名、出動基準は消防本部指令課に

よって救急要請内容があらかじめ定められたキーワードと合致した場合に指令員が速やか

にドクターカー出動を要請するキーワード方式である(Table.1)。119 番通報内容からキー

ワードに合致した場合、指令室より消防署への救急車要請の指令が入り、その後にドクタ

ーカー事業実施医療機関のホットラインにドクターカー出動要請が入る。それによりドク

ターカーで現場へ出動し、救急診療を行い、必要時は救急隊の救急車へ医師が同乗し診療

を継続しながら医療機関へ患者を搬送する。この際、搬送先病院はドクターカー出動元の

病院ではなく、救急隊隊長が選定した二次救急指定病院や指令センターが選定した直近救

命センターに搬送することが原則で、ドクターカーに患者を乗せて自分の病院へ搬送する

ことはできない。 

要請キーワードには、呼吸なし、冷たくなっている、など心停止を疑うもの、呼吸が苦

しい、冷や汗をかいている、うめき声や意識がない、など心停止寸前を示唆するもの、外

因性のキーワードは原則、東京 DMAT の出動が優先される。その他、内因性疾患のう

ち、脳卒中や心疾患を疑うキーワードがあった場合はホットラインによる出動が要請され

る。 

 

 

  

  



5 

 

《方法》 

【目的】 

病院前での情報を遠隔共有することの問題点および有効性を検討することを目的とした。 

【対象】 

当院救命センター職員。 

【期間】 

2023 年 5 月 8日より 2024 年 1月 31 日までの期間とした。 

【調査方法】 

救急現場での映像・音声をローカル 5G で受け入れ病院と遠隔共有・利用することによる

有効性や問題点を検討するため、アンケート調査を行った。ドクターカー活動に参加した対

象者および振り返りに参加した対象者にアンケート調査を行った。アンケートの内容は下

記（Table.2）とした。  

《現場活動について》 

1. 映像や音声をリアルタイムに共有したことは有用であったか。 

2. 活動時間短縮に寄与したか。 

3. 判断の迅速性に寄与したか。 

4. 処置の正確性に寄与したか。 

5. 判断や処置を行う上での精神的負荷軽減に寄与したか。 

6. エアウェイスコープの画像共有は有用であったか。 

その他現場活動において映像および音声を双方向に共有することで感じた利点や欠点の記

載。 

 

《受け入れ側について》 

1. 映像や音声をリアルタイムに共有したことは有用であったか。 

2. 患者さんを受け入れるための準備時間の短縮に寄与したか。 

3. 受け入れる準備を十分もしくは正確に行うことに寄与したか。 

4. エアウェイスコープの画像共有は有用であったか。 

その他受け入れ側として現場の映像および音声を双方向に共有することで感じた利点や欠

点の記載。 

 

《振り返りについて》 

ドクターカー活動を録画した内容を振り返ることは有用あったか。 

その他ドクターカー活動を録画した内容を振り返ることで感じた利点や欠点の記載。



6 

 

 

【研究内容】 

Task1: 当院ドクターカー出動全例において現場の映像および音声を救命センター内に常

駐する医師およびコメディカルスタッフとで共有した。その内容についてアンケート形式

で検討することで、その問題点および有効性を検討した。 

Task2: 双方向に共有した内容について録画した内容の振り返りおよび録画した内容によ

る教育を行い、その内容についてアンケート形式で検討することで、その問題点および有効

性を検討した。 

【研究方法】 

 日本光電のエアウェイスコープ AWS-S200NKTM(Airway scope : AWS)、Docomo 

business の遠隔作業支援ソリューションを当院ドクターカーおよび当院へ導入した。リア

ルタイムに当院内に常駐する医師およびコメディカルスタッフと現場医師とで映像および

音声の共有を行い患者の評価および処置について双方向にリアルタイムに検討を行った。

また、救急現場においてエアウェイスコープを用いた気管挿管を行った際にはそのモニタ

ー映像も遠隔共有した。 

実際の現場の状況や患者の状態について、当院救命センター内に常駐している医師、コメ

ディカルスタッフとドクターカー出動医師とで双方向かつリアルタイムに情報を共有し、

気管挿管を行う際にはエアウェイスコープのモニター映像も共有することが有益かについ

て検討した。 

【統計解析の方法】 

統計解析は探索的に行うものであり、解析には解析用ソフト SPSS を用いた。群間の比

較にはカイ 2乗検定を使用した。 
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【遠隔支援システム】 

 研究期間において遠隔支援システムを行うことのできるウェアラブルデバイスは期間ご

とに 4種類を使用した。ドコモビジネス社の協力を受けウェアラブルデバイスを使用した。 

具体的には 2023 年 5 月 1 から 5 月 30日まで Vusix(Fig.2)、 

 

6 月 1日から 9月 30 日まで Glass Enterprise Edition2(Fig.3)、 

 

10月 1 日から 11月 30日まで RealwearNavigator500(Fig.4)、 

 

12月 1 日から 1 月 30 日まで LiveU(Fig.5)を使用した。 
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ウェアラブルデバイスを装着の上出動し、現場活動を行った。現場活動している出動者の

みている映像および聞こえている音声はリアルタイムに当院救急外来のパーソナルコンピ

ュータ上の画面に反映され、院内のスタッフがその情報を観察した。出動者も観察者の映像

および音声をリアルタイムに共有することができた。LiveU のみ出動者の映像および音声

は観察者と共有できたが、観察者の映像および音声は共有できないものであった。 

Vuzix、Glass Enterprise Edition2、RealwearNavigator500 はいずれもスマートグラス型で

眼鏡のように装着するデバイスであった。LiveU についてはリュックサック型であり、背中

に背負っていくものであった。 

Vuzix、Glass Enterprise Edition2、RealwearNavigator500 はポータブルWifi を用いて通

信を行った。そのためデバイスの装着およびポータブルWifi の携帯を行い出動を行った。  

通信回線については一般的なクラウドサーバーを介さず、docomo MEC 等専用のクラウ

ドサーバーを介することで、通信のセキュリティ性を高いものとした。 

遠隔支援システム上で共有された映像および音声については全て記録され、その記録を

振り返ることが可能であった。 
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《結果》 

本研究期間内のドクターカー出動件数は 134件であった。病態についての内訳としては意

識障害 50 件、痙攣 30件、社会死 14件、外傷 9 件、搬送拒否 9件、胸痛 7 件、心停止 7

件、アナフィラキシー3 件、過呼吸 2 件、窒息、2 件、吐血 1 件であった。搬送については

三次救急搬送 24 件、二次救急搬送 87 件であり不搬送症例が 23 件であった(Table.3)。
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Task1:  

出動側のアンケート回収総数は 186 枚であった。医師による記載が 89 枚、救命士による

記載が 97 枚であった。 

遠隔支援システムでの情報共有が有用と回答したのは全体の 74.7%であった。活動時間短

縮に寄与したと回答したものは 49.5%であった。判断の迅速性に寄与したと回答したもの

は 47.3%であった。処置の正確性への寄与をしたと回答したものは 45.2%であった。精神

的負荷の軽減に寄与をしたと回答したものは 47.8%であった。AWS の使用は全出動件数中

2 回であった(Table.4)。 
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受け手側のアンケート回収総数は 123 枚であった。医師による記載が 31 枚、救命士によ

る記載が 92枚であった。 

遠隔支援システムでの情報共有が有用と回答したのは全体の 68.3%であった。受け入れる

ための準備時間の短縮に寄与したと回答したものは 52.8%であった。受け入れるための準

備が十分となることや正確となることに寄与したと回答したものは 54.5%であった。AWS

の使用を受け手側で観察できたのは全出動件数中 1 回であった(Table.5)。 

 

 遠隔支援デバイス使用下で十分に双方向に共有できなかったのは 53 件で全体の 39.3%で

あった。通信障害を認めたものは38件、受け手が不在であったのは12件であった(Table.6)。 
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アンケートのフリーコメントでは診療における面で、心肺停止や墜落外傷等病態が刻一

刻と変化するような病態においては利点が大きいという意見や心電図所見をリアルタイム

に共有できたことが有用であったとの意見があった。また、両手で処置をしながら双方向に

情報のやり取りができることも利点が大きいとの意見があった。それ以外の面では、生年月

日の共有に有用であったとの意見が複数あった。特に外国籍の傷病者においては、搬送後の

カルテ作成に時間がかかることが多いため事前に情報が得られるメリットは大きいとの意

見があった(Fig.6)。否定的な意見としては、エレベーター内、地下、高層階では特に通信障

害の頻度が大きいというものが多かった。 
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AWS使用を共有できた症例においては、現場活動において挿管実施医がみている映像を

リアルタイムに共有することができた(Fig.7)。 
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病態別（痙攣、意識障害、社会死）の現場活動側のアンケート結果および受け手側のアン

ケート結果の比較を行った。カイ 2 乗検定を用いて解析を行った。カイ 2 乗検定が有意な

場合には調整済み残差を用いて群間比較を行った。統計学的解析には SPSS ver.29.0 を使用

し、有意水準は 5%とした。カイ 2 乗検定を用いて痙攣、意識障害、社会死の 3 群で比較を

行った結果、現場共有（p=0.867）、現場時間短縮（p=0.939）、現場迅速性（p=0.861）、現

場処置正確性（p=0.819）、現場精神的負荷（p=0.981）、受け手共有（p=0.722）、受け手時

間短縮（p=0.109）、受け手準備正確（p=0.113）、受け手 AWS（検定不可）であり、現場活

動側のアンケート結果および受け手側のアンケート結果いずれにも有意差を認めなかった

(Table.7)。 
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重症度(二次救急搬送(軽傷)、三次救急搬送(重症))においても同様に群間比較を行った。

カイ 2 乗検定を用いて軽症群と重症群で比較を行った結果、現場共有（p=0.867）、現場時

間短縮（p=1.000）、現場迅速性（p=0.779）、現場処置正確性（p=0.354）、現場精神的負荷

（p=0.963）、受け手共有（p=0.365）、受け手時間短縮（p=0.958）、受け手準備正確（p=0.865）、

いずれも有意差を認めなかった(Table.8)。 
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Task2: 

 振り返りによる有用性についてのアンケート回収総数は 91 枚であった。全体の 86.8％と

なる 79枚の回答において振り返りが有用であるとの結果であった(Table.9)。 

 

アンケートのフリーコメントでは、ドクターカー活動について知ることができたといった

意見や、看護師が出動した場合どういった役割を担うか知ることができた等の意見が多か

った。AWS 使用を行った映像については、若手医師の指導に有用であるといった意見や、

リアルタイムに救急外来の受け手側から現場の挿管実施医にアドバイスを行うことができ

るといった意見があった。一方、録画されていた画像の粗さにより気分不良を呈したとの意

見もあった。 
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《考察》 

 昨今ローカル 5G を用いた遠隔情報共有システムが医療現場において活用されている報

告が散見される[2, 3]。救急現場における活用についても報告がある[4, 5]が、その有用性

はいまのところ定かではない。今回遠隔支援システムをドクターカー活動に導入すること

でどのような利点があるか、またどのような問題点があるのかについて検証を行った。 

 遠隔支援システムを導入するにあたりデバイス装着のもと現場出動および活動を行う必

要があった。緊急出動を行う上で、繁忙のため出動時にデバイス装着が行えないという事象

が多く生じることが懸念されたが、ほぼ全例においてデバイス装着の上出動することがで

きた。デバイス装着自体簡便なものであり、出動者の負担とならないことがその理由である

と考えられた。装着すること自体の問題はほぼなかったものの、デバイスや通信の問題で 38

件において十分な情報共有を行うことができなかった。こちらについてはドコモビジネス

社とも検討を行ったが、通信についてはエレベーター内やビル、マンション等の高層階およ

び地下においては現時点では困難であるとの結論となった。ウェアラブルデバイスについ

てはいずれも簡便に使用できるものであり、特に習熟は必要としなかったが、デバイスの電

源がつかない、アプリケーションが作動しないといった問題は複数回生じた。通信やデバイ

スに関しての問題については販売および製造元と検証を繰り返すことで今後解決される可

能性はあると考える。救急外来が極めて繁忙になることで受け手が不在となってしまう件

数が多くなることが懸念されたが、受け手が不在となったのは 12 件と全体の 8.9%であっ

た。これは受け手を医師に限ることなく、当院嘱託の救命士とも協力を行ったことで得られ

た結果と考える。救命士および医師で連携を行うことで、良好な双方向の情報共有を行うこ

とが可能であった。 

 今回病態別に統計学的解析を行った。社会死事案については情報共有を行うことで得ら

れる利点が少ないことが予想されたが、有意差は認められなかった。アンケートのフリーコ

メント内容も踏まえて考えられる理由としては、社会死事案について現場臨場の経験がな

い医師やコメディカルスタッフへの教育として有用であることや、社会死と判断すべきか

悩んだ際にリアルタイムにその検討を行うことができるといったものと考えられた。今回 n

数が少なく検討できなかったが、心電図波形の情報共有については利点があるという意見

が複数みられ、胸痛や心停止症例においては遠隔支援システムの有用性が高い可能性があ

る。 

また、軽症患者においてリアルタイムの情報共有は利点が少ないという意見が多くなる

ことを予想し、重症度別に統計学的解析を行ったが有意差は認められなかった。その理由と

しては、確かに軽傷すぎる患者における情報共有は利点が少ないという意見もあったもの

の、極めて重症な患者対応を行う際に、情報共有にまで意識を割くことが難しくなることが

考えられた。 

 AWS 使用については本研究期間内に 2 度の使用に留まり、かつ情報共有が行えたのは 1

度きりであった。ただ、その 1 度のみの使用だけでも AWSのモニター画面が鮮明に受け手
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側とリアルタイムに確認できることが確認された。件数が増えることで今後 AWS 使用時に

リアルタイムに双方向に情報を共有することの有用性が確認される可能性がある。また

AWS使用事案においての振り返りでは前向きな意見が多く、教育にとって有用である可能

性がある。 

 生年月日の共有、特に外国籍の傷病者においてはよりそのメリットは大きいとの意見が

あった。当院は東京タワーから徒歩 10 分程度の距離にあること等の理由もあり外国籍患者

の受け入れを行う機会が多く、そういった環境にある医療機関では特にメリットは大きい

と考える。 

 また、副次的に得られた双方向に情報共有を行うことの利点であるが、ドクターカー出動

医師から救急外来診療についての指導を行うことが可能であった。当院救急診療科では救

急外来当番医師がドクターカー業務を兼任することが多い。救急外来に既に重症患者がい

る場合や、極めて繁忙な場合にドクターカー出動要請を受けた場合、救急外来を担当してい

る指導者クラスの救急医が出動することで残された若手医師の負担が増えることがある。

救急外来指導医の役割として、若手医師が方針等について悩んだ場合に相談を受けるとい

うものがあるが、今回双方向に情報共有が行えたことでリアルタイムにドクターカー出動

医師がその役割を全うできた。さらに、ウェアラブルデバイス越しに情報共有が行えたため

処置を行いながらの指導も可能であった。ドクターカー業務を行いながら救急外来診療の

質を担保するためにも、ウェアラブルデバイスを用いたリアルタイムの双方向の情報共有

は有用であると考えられた。 
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